
1 はじめに
2008年5月、クリネックススタジアム

宮城で行われた楽天対西武戦において、3

塁側内野席で家族とともに観戦していた男

性の右目にファウルボールが直撃しまし

た。男性は重傷を負い、現在、試合の主催

者である球団（楽天）と球場所有者である

宮城県を相手に訴訟を行っています。日本

において、ファウルボール事故の法的責任

について、裁判所が判断した例は少なく、

判決の行方が注目されているところです。

2 ファウルボールの特徴
１試合平均何球のファウルボールが観客

席に飛び込むかデータはありませんが、試

合前の打撃練習も含めると観客席に飛び込

むファウルボールおよびホームランボール

の数は相当数に上ることが容易に想像でき

ます。日本のプロ野球だけをみても、一軍

の公式戦だけで年間864試合開催され、多

くの観客を動員していることからします

と、ファウルボールが観客に当たる確率も

高いものと思われます。

このようにファウルボールが観客に当た

る可能性があることは、予想できるもので

はあります。しかし、ファウルボールはい

つどこに飛んでくるかわからないという性

質があり、グラウンド全体をネットで覆わ

ない限り、ファウルボール事故の発生を防

ぐことはできないのではないかと思われま

す。

こうしたファウルボールによって生じた

事故について、球団や球場は法的責任を負

うのか、法的責任を負うとすればいかなる

場合かが問題となります。
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3 球団の法的責任
試合を主催する球団と観客との間には試

合観戦契約が成立することになります。

この契約上、球団は観客に対して安全配

慮義務を負うことになると解され、ファウ

ルボール事故が生じた場合、この安全配慮

義務違反（債務不履行）が問題となると考

えます。

そこで、いかなる場合に、安全配慮義務

違反となるかを検討する必要があります。

安全配慮義務違反になる場合とは、事故

を具体的に予見できる場合（予見可能性）

に、事故を防止するための結果回避義務を

尽くしていない場合と言えます。前述のと

おりファウルボールが観客席に飛び込むこ

とは予見できることから、結果回避義務を

尽くしたかがポイントになるのではないか

と考えます。球団や球場においては、観客

の安全を図るために、物的にも人的にも安

全措置を講じていますが、こうした安全措

置によって、安全配慮義務（とくに結果回

避義務）を尽くしたと言えるかが問題にな

ると考えます。

ここでは、現在実施されている具体的な

安全措置について検討してみたいと思いま

す。

（1）防球ネットの設置について

ネットに穴が開いているなど欠陥がある

場合は、義務違反が認められることになる

と思います。しかし、そうした明らかな欠

陥がある場合でなく、ネット自体に欠陥は

ないけれども、結果的にみれば、ネットの

高さや幅がもう少しあれば、事故が防げた

というような場合に、球団は安全配慮義務

違反を問われるのでしょうか。

この点は、当該観客席付近で事故が多発

しているという事情がない限り、他の安全

措置や観客の危険の認識等を総合的に考慮

して判断すべきではないかと考えます。

したがって、バックネット裏のように明

らかに危険だと認められる場所以外におい

ては、ネットの幅や高さが足りないことの

みをもって、安全配慮義務違反とはならな

いのではないかと考えます。

（2）ファウルボールに対する注意喚起

①注意喚起のための具体的な措置

ファウルボールに対する注意喚起とし

て、一般的に次の措置がなされています。

（ i）オーロラビジョンにおける警告、（ ii）

場内アナウンスにおける警告、（ iii）注意

看板の設置、（ iv）係員の配置（警笛等で打

球の飛来を警告したり、ハンドマイクでア

ナウンスする等）、（ v）観戦用パンフレット

における警告、（vi）グローブやヘルメット

の貸出（フィールドシートの場合）などが

あります。

安全配慮義務（とくに結果回避義務）を尽

くしたかを検討するにあたって、この注意

喚起が重要な要素となるのではないかと考

えます。ボールがどこに飛んでくるかわか

らないことから、絶えず観客がボールに注

目するようにしておくことが、事故を避け

るために最も効果があると思うからです。

ネットを危険な場所に設置することもも

ちろん重要ですが、仮にネットを設置して

いるからといっても、たとえば、ボールが

壁などに当たって反射してネットで保護さ

れた座席に飛び込んでくることは容易に予
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球団・球場所有者は、鋭意努力して、フ

ァウルボール事故、とくに重傷事故を可及

的に防止する努力を行っています。こうし

た努力が継続されるべきことは当然です

が、ファウルボール事故の性質上、いかに

安全対策を講じたとしても、これが生じて

しまうことは避けられないと考えます。こ

うした不可避的に生じるファウルボール事

故については、被害者にとってはもちろん

のこと、当該ファウルボールを打った選手

にとっても重い負担となるものと思われま

す。こうした関係当事者の負担を軽減する

ために、保険制度の充実を図ることが考え

られます。実際、かかる保険に加入し、事

故被害者に対して保険対応をしている球場

も存在するようです。

想でき、ネットがあれば、必ず安全が確保

されるという結果にはならないからです。

したがって、こうしたファウルボールに

対する注意喚起は、形式的に行うのではな

く、観客の注意をひくよう工夫する必要が

あると思います。選手のビデオメッセージ

をオーロラビジョンに放映して警告を発し

ている球場もあり、より観客の注意を喚起

する措置と言えるのではないでしょうか。

②試合中の飲食物の販売やアトラクション

これに対し試合中にスタンド内で売り子

が飲食物を販売したり、球団マスコットが

スタンド内でパフォーマンス等を行うこと

があります。こうしたことに気をとられて

いた観客にファウルボールが当たった場

合、いかに考えるべきでしょうか。

ファウルボールに対して注意喚起を促す

一方で、試合中に飲食物の販売等で観客の

注意をボールから逸らせている間に生じた

事故については、安全配慮義務違反を問わ

れるおそれが高いと言えるのではないでし

ょうか。

この点、アメリカの裁判例では、マスコ

ットが観客の注意を逸らせたとして球団に

責任を認めた例があります1）。

（3）観客の危険の承認

球場を訪れる観客は、ファウルボールが

観客席に飛び込んでくる危険があることは

認識しているはずです。こうした観客の認

識は、安全配慮義務違反を考慮するにあた

って一要素（義務違反を否定する要素）と

して考慮すべきものと考えます。もちろん

他の事情と総合的に考慮する必要がありま

すが、ある程度自己責任が働いてしかるべ

きではないかと考えます。

このように考えることで、ネットのない

フィールドシートのような座席を自ら購入

して観戦している際に生じた事故について

公平な解決が図られるように思います。

3 球場所有者の法的責任
観客と直接の契約関係にない球場所有者

については、ファウルボール事故の責任を

追及する場合、不法行為責任が問題になり

ます。

この点、日本の民法においては一般不法

行為の特則として、「土地の工作物の設置

又は保存の瑕疵により、第三者に損害が生

じた場合に、第一に当該工作物の占有者の

損害賠償責任を認め、占有者の責任が認め

られない場合に、当該工作物の所有者の損

害賠償責任を認める旨規定されています」

（民法717条）2）。

要するに当該工作物の設置または保存に

瑕疵があれば、その所有者は免責されず、

無過失で損害賠償責任を負うことになりま

す。その意味では、被害者に有利な法律構

成と言えます。

ネットに欠陥があった場合は格別、前述

したように、ネットがあと数センチ高けれ

ば事故が防げたというような場合に、ネッ

トがなかった、あるいはネットが低かった

ことが、ここで言う「瑕疵」に当たるかが

問題となります。

裁判例によれば、「瑕疵」があるとは、当

該土地の工作物が「通常有すべき安全性を

欠いていること」を言うと解されており3）、

通常有すべき安全性を欠いているか否か

は、当該土地の工作物の「構造、用法、場

所的環境および利用状況等諸般の事情を総

合考慮して具体的個別的に判断すべきも

の」であると解されています4）。

このことからすれば、ネットがないある

いはネットが低いという設備の性状のみで

瑕疵の有無が判断されるものではないと解

されます。おそらくは、こうした設備の性

状に加えて、そこから生じうる危険を回避

可能にする安全措置（ファウルボールに対

する注意喚起等）を講じていたか否かも含

めて瑕疵が判断されるべきと考えます。

4 まとめ
以上、ファウルボール事故に対して、球

団・球場所有者が負いうる法的な責任につ

いて、実際に講じられている措置を基に検

討してみました。
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